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第３次沖縄県観光振興計画（案）の概要
平成２０年 ３月
観光商工部観光企画課

１ 第２次観光振興計画の評価
（１）各指標の達成状況
ア 平成１９年の入域観光客数は順調に推移し、目標の５８０万人を上回
る５８７万人となった。

イ 平成１９年の外国人観光客数については、クルーズ船の運航再開等に
より前年より大幅に改善したものの、目標の２５万人には及ばない１７
万人となった。
ウ 平成１８年の観光客一人当たり県内消費額は７万３千円で、依然とし
て伸び悩んでおり、平成１９年についても目標の８万円には及ばない見
込みである。
エ 平成１８年の観光収入は４，１０４億円で、はじめて４，０００億円
を突破した。平成１９年も入域観光客数の伸びに支えられて増加してい
るものの、目標の４，８００億円には及ばない見込みである。

オ 平成１８年の平均滞在日数は３．８０日で、回復基調にある。
平成１９年については、目標の４．１０日には及ばない見込みである。

カ 平成１８年の宿泊施設客室数は３２，３２０室で、この時点で既に平
成１９年目標の３１，２００室を超えており、平成１９年についても引
き続き増加している。

（２）総合的な評価
ア 入域観光客数は好調に推移しており、観光・リゾート産業が県内景気
の回復を底堅く支えている。一方、観光客一人当たりの県内消費額は回
復基調にあるものの、依然目標値より低位にあるため 「質の高い沖縄観、
光の実現」すなわち「観光の付加価値を高める」ことが大きな課題であ
る。

、 、 、イ また 外国人観光客数は増加基調にはあるが 依然として低位にあり
国際観光の推進を一層強化する必要がある。

２ 第３次沖縄県観光振興計画の基本方針
（１）第２次計画の評価を踏まえた対応
ア 「質の高い沖縄観光の実現」を図るため、引き続き体験・滞在型観光
や離島観光の推進など、平均滞在日数の延伸に重点をおいた施策を展開
する必要がある。

イ 国際観光の推進を図るため、国際的な観光・リゾート地にふさわしい
受入体制を整備するとともに、マーケティング調査に基づく旅行商品開
発や戦略的なプロモーションの展開など、効果的な宣伝活動を展開する
必要がある。

（２）第２次計画策定後の状況の変化
ア 沖縄の美しい自然、温かな県民性、独自の芸能文化、県出身者の芸能
・スポーツでの活躍などが、引き続き各種メディアで取り上げられ、沖
縄人気が持続している一方、美ら海水族館や沖縄型特定免税店空港外店

、 。などの拠点施設の新設効果が一巡し 新たな話題性に乏しくなっている
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イ リゾートウエディングの顕著な伸び、エステ・スパなど新たな高付加
価値商品の拡充、ホテル建設等に対する県外からの資本投下拡大など、
観光・リゾート産業の好調さが、公共事業の抑制が続き厳しい環境下に
ある県経済を底堅く支えている。一方で、急激なホテル客室数の増加に
伴い、今後の業界内での競争激化が懸念される。

ウ 国内景気は、緩やかな回復基調にあるが、依然、家計消費支出の回復
が遅れており、国民の宿泊観光旅行の費用支出も減少が続いている。ま
た、最近の原油価格の高騰による航空運賃の上昇などから、国民の海外
旅行志向は鈍化しているが、国内の観光地との競合はさらに激しくなる
可能性がある。

エ 国は、国内外からの観光旅行を促進することが、将来にわたる豊かな
国民生活の実現のため特に重要との視点の下 「観光立国推進基本法」を、
制定、これに基づき「観光立国推進基本計画」を策定し、国際・国内観
光の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図っている。

オ また、国は、台湾、韓国に対するビザを撤廃、中国のビザ発給地域を
拡大した。さらに 「アジアゲートウェイ構想」に基づき、地方空港への、
外国航空会社の運航自由化を進めるなど、国際観光の振興に資する規制
緩和を推進している。

カ これら国の動きと並行し、国内各地で観光振興による活力ある地域づ
くりへの取り組みが活発になっている。

（３）第３次計画策定に当たっての基本方針
ア 第３次計画の策定に当たっては 自立型経済社会の構築実現に向け 通、 、「
年・滞在型の質の高い観光・リゾート地の形成」に取り組むとともに、
成長可能性が高い観光・リゾート産業の持続的な振興により、将来の年
間観光客数を１千万人に飛躍させるため 「将来の飛躍に向けた基盤造り、
を着実に進める」ことも課題のひとつとして、関連インフラの早期整備
や魅力ある観光地づくりに向けたハード・ソフト両面の施策の一元的・
重点的な展開を図る。

イ 魅力的な観光地づくりを進めるため、地域が主体となった、豊かな自
然や文化を守り育てながらの魅力ある「観光まちづくり」を新たな施策
の柱に据え、圏域ごとの観光振興指針を示すほか、地域の主体的な取り
組みを支援する。

ウ また、持続的に観光振興を図っていくため、本県の重要な観光資源で
ある自然環境の保全・再生と調和の取れた観光振興施策の樹立に取り組
む。このため、観光客を受け入れるための環境容量の定量化手法の研究
をすすめるほか、環境保全に配慮した地域の観光振興への取り組みを、
ハード・ソフト両面から支援する。

エ 一人当たり県内消費額の拡充を図るため、健康保養、体験滞在型観光
及び離島観光を引き続き推進し、滞在日数の延伸を図るとともに、産業
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間の連携を強化し、県産食材を活用した食の高質化、経済波及効果の高
いコンベンションの推進、人材の育成により良質なサービスの提供に引
き続き重点的に取り組み 「質の高い観光地の形成」を目指す。、

オ 国際観光を推進するため、有望な国・テーマ別のマーケティングを実
施し、戦略的な誘客の展開を図る。また、ビジットジャパンキャンペー
ン等と連携し、着実なリゾート地のイメージ形成を図る誘客宣伝活動を
展開する。

カ 県経済の自立に向け、観光・リゾート産業の持続的な発展が求められ
ていること、また、今後見込まれる宿泊施設の増加に的確に対応するた
め、計画年度（平成２３年度）における、現行の目標指標（年間観光客
数６５０万人等）を見直す。

３ 第２次計画からの主な変更点
（１）計画期間

第２次計画：平成１７年度から平成１９年度までの３年間
第３次計画：平成２０年度から平成２３年度までの４年間

（２）構成
第２次計画：５章構成
第３次計画：６章構成（観光まちづくりの推進を新たに章立て）

（３）主な変更点
ア 主な変更のポイント
「 」 、① 通年・滞在型の質の高い観光・リゾート地の形成 を図るとともに
県の新たな政策目標である「将来の飛躍に向けた基盤づくり」も基本
目標の一つとして、関連施策の展開を図る。

「 」 。②地域の主体的な 観光まちづくり の推進を新たな施策の柱に据える
③主要指標を見直す。

イ 沖縄観光の課題（第２章５）
。①知事の公約である新たな政策目標を次のような基本課題として掲げた

「年間観光客数１千万人を目指す沖縄観光の大きな飛躍のため必要
な基盤づくりを着実に進める」

ウ 観光振興の基本方向（第３章）
①知事の公約である新たな政策目標に添った施策展開の方向性を明記し
た。

②「観光まちづくり」の推進を明記した。

エ 観光振興施策の展開（第４章）
①「観光まちづくり」の推進等の施策を追加した。

オ 「観光まちづくりの推進」を新たに章立て
①第５章に「観光まちづくりの推進」を新たに章立てし、圏域ごとの観
光まちづくりの基本方向と取り組みの推進について記述した。
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カ 主な目標指標の見直し
①入域観光客数（６５０万人→７２０万人）

※目標値を３０万人から６０万人に再修正②うち外国人観光客数（６０万人→６０万人）
③一人当たり県内消費額（１０万９千円→８万４千円）
④観光収入（７，０８５億円→６，０４８億円）
⑤宿泊施設客室数（３３，５００室→３９，０００室）

キ 観光振興地域の見直し
２次計画１８地域→３次計画１７地域

①新規指定地域：１地域（マリンタウンリゾート地域）
②拡充する地域：１地域（金武湾海洋性リゾート地域）
③指定しない地域：２地域（川平地域）

（伊是名島・尚円王夢航海リゾート地域）

（４）施策（事業）の特徴
通年・滞在型の質の高い観光・リゾート地の形成 を図るとともに 将「 」 、「
来の飛躍に向けた基盤づくり」を推進するため、新たな施策を拡充し、
重点的な展開を図ることとした （◎は新たな施策展開）。

１．国際的海洋性リゾート地の形成
①◎観光まちづくりの推進
②◎沖縄らしい風景づくり（土木建築部）
③那覇空港の整備（企画部）
④道路の整備（土木建築部）
⑤離島空港・港湾の整備（土木建築部）
⑥旅客船バース等の整備（土木建築部）
⑦◎持続可能な観光地づくりの推進

２．国民の総合的な健康保養の場の形成と体験・滞在型観光の推進
①健康保養型観光の推進
②体験滞在交流型観光の促進（企画部との連携）
③◎長期滞在型観光の推進

３．コンベンション・アイランドの形成
①◎ＭＩＣＥの推進

４．国内外の観光客受入体制の整備と誘客活動の強化
①観光産業人材の育成
②◎国際観光地プロモーション戦略モデルの構築

５．産業間の連携の強化
①観光土産品のブランド確立
②観光関連産業と農林水産業との連携による地産地消の推進
（農林水産部）


